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はじめに
本研究は、第2次大戦後のイギリスにおける財政政策を中心にしながらマクロ経済政策の変遷を整理す
ることを目的としている。
　イギリスの場合、周知のように、保守、労働の二大政党が交互に政権を担当してきたが、政策運営に
関しては50年代から70年代にかけて両党の間で基本的な合意が成立していた。しかし、80年代にはその
合意が崩れた。そして、1997年保守党から労働党に政権政党が変わったのであるが、90年代にある種の
合意が成立したように思われる。
　こうした動きをバッケリズム、サッチャリズムそして新しい合意と表現し、そのプロセスを明らかに
したい。
☆商学部教授
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1．バツケリズム
1979年は、第2次大戦後のイ・ギリスにおけるマクロ経済政策運営の分岐点となった。
表1．マクロ経済政策体系，1945～97年
年 政　府 政策体系　　　’ 主要なマクロo済政策手段
マクロ経済
ｭ策の目標
1945 労　働 初期ケインズ主義 財政、および
ﾅ初は低金利
完全雇用
ｨ価安定
総ﾛ収支余剰
1951 保　守 ケインジアン需要
ﾇ理
財政、
燉Z
完全雇用
ｨ価安定
総ﾛ収支余剰
o済成長
1964 労　働 ケインジアン需要
ﾇ理
財政、
燉Z
完全雇用
ｨ価安定
総ﾛ収支余剰
o済成長
1973 保　守 ケインジアン需要
ﾇ理
財政、
燉Z、
ﾗ替レート
完全雇用
ｨ価安定
総ﾛ収支余剰
o済成長
1979 保　守 MTFS マネタリー・ターゲソト
oSBRターゲット
物価安定
fィスインフレーション
1997 保　守 アンチ・インフレ政策の
M頼性、とくに金融政策
ﾌ透明性
利子率
Cンフレ・ターゲット
物価安定
Y出高ギャップの削減
出所R．　Middleton，　The　British　Economy　since　1945：Engaging　with　the　Debate，　Macmillan，
　　　2000，、p．104　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
表1は主要な時点における政権政党と政策の大枠を示したものであるが、1945年から79年のサッチャー
（M．Thatcher）が政権の座につくまでは、概ねケインズ主義を基調とした政策運営がなされていたこと
が明らかになる。　　　（．
　第2次大戦後の政策運営の根拠となったものは、ベヴァリッジ報告として知られている「社会保険お
よび関連サービス」（Social　Insurance　and　Allied　Services，　Cmnd，6404，1942）と白書「雇用政策」
（Employment　PGlicy，　Cmnd，6527，1944）であったといってよいであろう。これらは、多かれ少なかれ
ケインズ的な思想に影響されていた。
　1950年2月労働党政府のもとでゲイツケル（H．Gaitskell）が蔵相に、1951年2月に保守党政府のも
とでバトラー（R．M．　Butler）が蔵相に就任した。かれらの名前を結びつけてバツケル氏（Mr。　Butskel1）
といわれたのであるが、「バツケル氏は、実際の経済問題について、保守党と労働党との間でほとんど選
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択の余地がないという見解を象徴していた1）」のである。経済を安定化し完全雇用を維持するためのケイ
ンズ的需要管理、政府による無料（税による財源調達）の福祉サーヴィス計画による福祉国家の拡大、
高所得に対する高い限界税率と組み合さった社会保障による低所得者への所得の再分配などが、バヅケ
リズムの内容を構成するものであった2）。
　完全雇用政策と社会保障制度の枠組みのもとで、保守労働両党がそれぞれの特徴をだしながら政策運
営を行なってきたといえる。「雇用政策」白書から約30年間は、歴代政府は懸念されほどのインフレー
ションに陥ることもなく、高い水準の雇用を維持してきた。雇用水準は白書の執筆者が予想していたよ
りも高いものであったし、年当りのインフレ率も50年代に約3％、60年代に約4％と緩やかなものであ
ったのである3）。
　しかしながら、国内需要および資源利用を高い水準に維持しようとする政策は、固定為替レートのも
とで国際収支の管理との調和がつねに求められていた。このことが、いわゆる「ストップ・ゴー政策」
となってあらわれたのである。経済の活動水準を維持するか、あるいは上昇させることを目的とした国
内需要の拡大は、国際収支の経常勘定に赤字を生ぜしめがちであった1こうした場合、イングランド銀
行はその外貨準備から海外へより多くの支払いをしなければならなかったからである。外貨準備が速い
テンポで流出するとき、政府は政策の転換を余儀なくされた。このようなケースは、1952、1955、1957、
1961、1966年にみられた。
　ブレトン・ウッズ体制を前提にして行使されたストップ・ゴー政策は、引締めから緩和へ、あるいは
緩和から引締めへと揺れ動いたので、不十分な効果しかもちえなかったと考えられなくもない。しかし、
ファイン・チューニングの形で行使されたこの政策は、低いインフレ率のもとで経済を完全雇用に近い
状況で推移させることを可能にした。この意味では、50年代、60年代のイギリス経済は安定を維持して
いたし、「黄金時代」と呼ぶことも可能であろう4）。
　この「黄金時代」を三っの要因に分解すると、第1には為替の固定相場制の安定効果、第2には国際
的な経済環境もまた安定的であったこと、第3にはインフレが加速しない失業率、すなわちNAIRU
（non－accelerating　inflation　rate　of　unemployment）が低くかったことである5）。
　しかしながら、60年代の終り頃から70年代の前半にかけて、バツケリズムが功を奏して「黄金時代」
を現出した三つの要因が次第に消滅の方向へとむかった。すなわち、ブレトン・ウソズ体制、大きな外
生的ショックのないこと、そして好ましい労働市場の条件がなくなりはじめたのである6）。1967年に平
価切下げが行なわれ、1971年にはいわゆるニクソン・ショックが生じた。これらはブレトン・ウッズ体
1）G．D，　N，　Worswick，　’‘The　British　Economy　1950－59”，1n“The　British　Economy　in　the　Nineteen－fユfties，　“ed．，　by　G，　D，　N．　Worswick　and
P．H，Adey，　Clarendon　Press，　1962，　p．15．
2）G，K，　Shaw，‘‘Keynesian　Economics：The　Permanent　Revolution”，　Edward　Elgar，1988，　p．120．富田洋三、橋本泰明訳『ケインズ経
済学の軌跡一「革命」はくりかえす』、多賀出版、1990、149－150ページ参照。
3｝ l．C．　Kennedv，”Macroecomonic　Policy，1n“The　UK　Economy”，　14th　ed．，　by　M．　J．　Artis，　Oxford　University　Press，1996，　p．124参
　照
4） `．Sentance，　’‘UK　Macroeconomic　Pollcy　and　Economic　Performanceり，　in　“Britain’s　Economic　Performance”，　2nd　ed，　by　J．　Buxton，
　P，Chapman，　and　P．Temple，　Routledge，1998，　p．39参照
5，ibid．，　pp．39－40参照
61ibid．，　p。40参照
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制の動揺とイギリス国内での高率のインフレの契機となるものであった。また、この時期に賃金引上げ
圧力も強まった。こうした事態が完全雇用の維持と低率のインフレとが両立するという関係を、断ち切
ることとなったのである。さらに、第1次石油危機という要因が付け加わった。
　70年代全般にわたるイギリスの経済的成果は、ケインジアン需要管理を軸とするマクロ経済政策に対
する信頼性を揺がすものであった。この時期は、ストップ・ゴーとファイン・チューニングとを組み合
せた政策が、有効性をもちえないのではないかという疑問が生じた時期である。1972年イギリス経済は
活況を呈し比較的高い成長を実現し、失業も急速に減少したので、当時の蔵相の名をとって「バーバー・
ブーム（Barber　boom）」といわれた。翌年の第1次石油危機の影響もあって、1974年には国際収支赤字
は30億ポンド、輸入価格は年率6％の上昇、公共部門赤字は30億ポンドとなり、インフレの加速、失業
の増大そして賃金稼得者のいっそうの賃金引上げ要求という事態になった。
　70年代の後半に労働党政府は、いま述べた事態に対応するために、財政的には予算の削減を、金融政
策にっいては引締め措置を実行したが、これは伝統的なケインズ主義からの乖離とみなされた。「労働党
であれ保守党であれ、以前のどの首相にとっても考えられなかったような方法で、戦後のケインズ主義
の哲学を破壊させるような知的思潮の決定的な変化7）」が生じたのである。
　こうした状況が生じた基本的な原因の説明に関しては、当時は、ベーコン（R、Bacon）、エルティス
（W．Eltis）流の資源クラウディング・アウト論が説得力をもっていたように思われる。かれらによれば、
「非市場支出の増大は2種類の逆の効果を生じた一増税は賃金インフレを加速し、投資を抑制した。投
資の減少は経済の成長率の低下をもたらし、それはいっそうの冗員を生じた8）」のである。このような考
えが、「黄金時代」を創り出したバツケル的な合意にとって代り、80年代の経済政策の思想的根底となっ
ていった。　　　　　　　　　　　　　　　“
2．サッチャリズム
　　　　　　　〔，’
　さきに述べたように、サッチャーが政権の座についた1979年はイギリスの経済政策の分岐点となった。
サッチャーが、きわめて明確な形でバツケリズムの放棄を示したからである。サッチャーによるバツケ
リズムの放棄には、「確かにかなりイデオロギー的なものがある。サッチャー女史が勤勉、家族の責任、
国家に対する義務などの信奉者であることは明らかであった。また、自助努力、質素倹約などのヴィク
トリア時代の徳目、自由市場のメリットと政策介入の非効率性を述べたアダム・スミスの考え方が重視
された9）」といえよう。
　世界的な規模でのスタグフレーションの進行という状況のなかで、いま述べたような経済思想の持ち
主であるサッチャーを中心として、保守党が政権を得たのである。そして、マクロ経済政策の目標とし
T）R・・Midd1・t・n，”Th・B・iti・h　E・・n・my・ince　1945・E・g・gi・g・・th　th・D・b・t・・，　Macm・11an，2000．　P．92
s’R・Bac・n　and　W・Elti・，”B・it・i・’・E・・n・mi・P・・b1・…　T・・F・・P・・ducer・・，　M・・millan，1978，　P．110
e）G．Maynard，“The　Econorny　under　Mrs　Thatcher”，　Basil　Blackwell，1988，　p．31，新保生二訳『サッチャーの経済革命』、日本経済新
　聞社、1989、43ページ参照
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て、インフレーションの抑制が最も重要な地位を占めることになった。それは、単にインフレと失業の
相対的費用を評価することによって、競合する政策目標を順序づけたものではなかった。インフレの抑
制なしには雇用に関する目標が達成できないと、考えられたからである10）。
　80年代のマクロ経済政策のフレームワークとなったものは、「中期財政金融戦略（Medium　Term
Financial　Strategy，以下MTFSと略記）」であった。サッチャー・一政府が最優先課題としたインフレの
抑制のためには、マネー・サプライ増加率を漸減させることが必要であり、マネー・サプライをコント
ロールするためには公共部門借入必要額（pulbic　sector　borrowing　requirement、以下PSBRと略記）
を対GDP比で縮減しなければならないし、そのためには財政支出を削減すべきである。そして、究極
的には「小さな政府」を構築すべきであるというのがMTFSの論理であった。
　MTFSは、1980～81年の「財政説明および予算案報告書（Financial　Statement　and　Budget　Report）」
で最初に明らかにされた。機械的な貨幣数量説の価格決定理論に基づきながら、広義の貨幣（£M3、後に
M3）をコントロールすることを公表した。そして、うえに述べたようにマネー・サプライと公共部門借入
必要額との間にかなり明白な関係があるという前提のもとに、このPSBRの縮減のターゲットをも明
らかにした11＞。
　このことは、それまでのマクロ経済政策の目標を変更したばかりでなく、経済政策の全体としての体
系を大きく変更したといってよい。「もしもインフレが貨幣供給量のコントロールによって抑制される
べき第1政策目標であり、さらに貨幣供給量がPSBRの抑制によってコントロールされるならば、財
政政策自体は独立の政策手段ではなくなる。政府支出と税金の水準は、既に明らかにされた貨幣供給目
標に合うようなPSBRの数値と矛盾しないように決めなければならない。
簡潔にいえば、財政政策は完全に貨幣面の事情に従属する12）」ことになったのである。
L°）G，K，　Shaw，　op．　cit，，pp．122－123，邦訳p．152参照
］v窒l3とPSBRとの関係を示す恒策式の説明については、西村閑也「サッチャー政権下あ英国におけるマネタリー・コントロール」、
　『証券研究』、Vol，79、日本証券研究所、1986、1－3ページ、渡辺良夫「イギリスの金融システムJ、高木仁、黒田晃生、渡辺良夫『金
　融システムの国際比較分析』、東洋経済新報社、1999、128－130ページ参照。
12） f、K，　Shaw，　op，　cit．，　p．124，邦訳、153ページ。次のようにいうこともできよう。「短期的な需要管理を中期的な価格水準のコントロ
　ールに従属させ、金融政策を財政政策に優越させたという点で、1980年MTFSは『ラドクリフ報告』の反対の極にある。j
　（N，H．　Dismalc，　British　Monetary　Policysince1945”，　in　The　British　Economy　since　1945”，　ed．，by　N．　F，　R．　Craftsand　N．　Woodward，
　Oxford　Unicersity　Press，　1991，P．131）
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表2．マネー・サプライ増加率ターゲット（対前年度比％）
19791980
窒l3
1981
窒l3
1982?????1983?????1984
iMo）
窒l3
1985
iMo）
窒l3
1986
iMo）
窒l3
1987
iMo）
1988
iMo）
1989
iMo）
1980－81 7－11
1981－82 6－10 6－10
1982－83 5－9 5－9 8－12
1983－84 4－8 4－8 7－ll 7－11
1984－85 6－10 6－10
（4－8）
U－10
1985－86 5－9
（3－7）
T－9
（3－7）
T－9
1986－87
（2－6）
S－8
（2－6）
S－8
（2－6）
P1－15
1987－88
（1－5）
R－7
（1－5）
R－7 （2－6） （2－6）
1988－89
（0－4）
Q－6
（0－4）
Q－6
（1－5） （1－5） （1－5）
1989－9G （1－5＞ （1－5） （1－5） （1－5）
1990－91
摩馳
（0－4） （0－4） （0－4）
1991－92 （0－4） （0－4）
1992－93
（マイナス
P－3）
実績値
@　Mo
@　M1
@　£M3
@　PSL
5．3
X．2
P6．2
P2．5
19．4 12．8
12．3　　　　ぐ
P1．2
P1．5
　　　5．5
C〆
@」
@　　9．5
3．5
P4．8
4．0
P8．0
5．5 7．0
出所Financial　Statement　and　Budget　Report各年度。
注（）の中に示した数字はMoの増加率ターゲット。
　表2はマネー・サプライ増加率のターゲットを示したものである。表の最上列はターゲットの公表年
度を、縦の列はそれぞれの公表年度における向う4ヶ年ないし3ヶ年のマネー一一・サプライ増加率の目標
値を示している。最下列はその実績値を示している。80年代前半においては、£M3の増加率がターゲット
に対してかなりのオーバーシューティングになっている。1982年以降実績値はターゲットの範囲内にと
どまっているが、82年にターゲットそれ自体が当初の計画に比較して、大幅に上方修正されていること
に留意すべきであろう。むしろ、実績値にターゲットを合致させたと考えるべきであろう。
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表3．PSBRのターゲット（対市場価格GDP比、％）
1979198019811982198319841985 1986 1987 19881989
1980－81 3．75
198r－82 3 4．25
1982－83 3．25 3．25 3．5
1983－84 1．5 2 2．25 2．75
1984－85 2 2．5 2．25
1985－86 2 2 2
1986－87 2 2 1．75
1987－88 1．75 1．75 1．75 1
1988－89 1．75 1．75 1．5 1 一〇．75
1989－90 1．5 1 0 2．75
1990－91 1 0 1．75
1991－92 0 1
1992－93 0．5
実績値 4．9 5．4 3．4 3．1 3．2 3．1 1．6 0．9 0．75 3
表4．PSBR（£billion）
197919801981 1982198319841985 1986 198719881989
1970－80 8
1980－81 6
1981－82 5 8
1982－83 3．5 6．5 9．5
1983－84 2．5 4 8．5 8
1984－85 6．5 8 7
1985－86 7 7 7
1986－87 7 7．5 7
1987－88 7 7 7 4
1988－89 7 7．5 7 4 一3
1989－90 7 5 0 一14
1990－91 5 0 一10
1991－92 0 一6
1992－93 一3
実績値 9．9 13．2 8．7 9．2 9．7 10．1 5．8 3．4 一3．5
出所　Financial　Statement　and　Budget　Report各年度
注　1）　1980年公表のPSBRは1978－79年価格による表示。
　　2）　1981年公表のPSBRは1979－80年価格による表示。
　　3）　1982年以降のPSBRは当該年の名目表示。
　　4）　1989年からはPSBRはPSDR（Public　SectQr　Debt　Repayment）と表示。
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　表3はPSBRの対GDP比のターゲットを示したものである。表4はPSBRを金額
表示したものである。表3でPSBRのターゲットに対してオーバーシュートになったの
は、1980、83、84年であることがわかる。しかし、80年は別として83、84年のオーバー
シュートはそれほど大きなものとはいえない。いいかえれば、PSBRの対GDP比のタ
ーゲットは、概ね計画に近い形でシューティングされたといってよい。
　表2に示されるようなターゲットと実績値の大幅な乖離は、コントロールすべきマネタ
リー・アグリゲートの指標として£M3が適切なものかどうか、さらにはマネー・サプライ
それ自体をコントロールしうるのがどうかという疑問を生ぜしめた。さらに、表2と表3
を比べることにより、マネー・サプライとPSBR、いいかえれば財政赤字との関係は、
当初MTFSで予想されたほど簡単なものでないことが明らかとなった。
　MTFSが意図した成果が生じなかった背後には、次のような事情があったと考えられ
る。サッチャー政府は市場メカニズムの作用に多大な信頼をおき、その妨げとなると思わ
れる各種の規制を次々と緩和した。金融市場もその例外ではなかったのである。金融市場
での規制緩和は、次々と新しい金融商品を生ぜしめた。そればかりでなく、たとえば急速
に成長しつつあったモーゲージ市場に銀行が参入するなどの、金融構造それ自体が変化し
た。こうしたことにより、M3すなわち広義の貨幣のコントロールが困難になってしまった
のである。インフレーションの抑制は実質GDPの成長を伴なわない貨幣GDPの成長率
を引き下げることとして把握できるが、うえに述べたような金融市場における変化は広義
の貨幣と貨幣GDPとの関係を複雑にしたといえる。
　80年代のMTFSを回顧する形で、保守党政府自身が次のように述べている。
　「マネタリ；’　’コント・一ルの可能嫉段であると・かつては考えられていた直接の量
的規制は非効率的で歪みを生じ、したがちて望ましくないばかりでなく、今日の錯綜した
金融市場では無効であることをイギリスや他の国ぐにの経験が示してきている。10年前で
さえ、市場はこのようなコントロールを出し抜く方法を素早く学んでいた。今日ではその
熟練度はいっそう大きなものとなっている、13）」
サッチャー政権は、バ．ツケリズムと呼ばれるマクロ経済政策の大枠に関する保守、労働
両党の合意を放棄した。それに代わる政策的な枠組みとしてMTFSを提示した。60年代
の終り頃、より明白には70年代の初頭から「イギリス病」といわれる経済的な諸困難が
顕在化した。サッチャー政権は、その原因をバツケリズムの結果としての「大きな政府」
に求めたのである。
　したがって、経済的諸困難の克服のためには「小さな政府」でなければならないし、そ
のためには財政支出の増大とそれを支えるPSBRの増大を抑制すべきものと考えられ
た。そして、インフレ抑制を政策目標の最も重要なものとし、従来掲げられていた完全雇
］3’HMSO，”Fi・a・・i・1　St・t・・ent・nd　B・dg・t　R・p・rt　1989－90・，　par・．2．14，　P．　l　l
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用の実現、国際収支の均衡、経済成長という目標はインプレが克服されれば、自ずと達成
できるとされ、マネー・サプライをコントロールすることが主張された。マネー・サプラ
イの増大の主要な原因はPSBRの増大にあるのであるから、これを縮滅すべきものと考
えられだのである。
　しかしながら、このような推論が必ずしも現実妥当性をもつものではないことが明らか
になってきた。MTFSの実体は80年代の中頃には放棄された。後の保守党政府のもと
でもMTFSの名称は残されたが、それは以前の政策との形式的整合性を維持するための
措置であったと考えてよいであろう。
3．新しい合意
　80年代のイギリスのマクロ経済政策、いいかえればサッチャリズムについては、当然の
ことながら、二つの対照的な評価がある。一つは、アンチ・インフレ政策、慎重な財政政
策、そして市場におけるサプライ・サイドの改善を強調し続けたことにより、経済はいっ
そうたくましく、そして弾力的になった。その結果、経済成長はいまや持続的なものとな
ったというものである。もう一つの評価は、1986～88年にかなり高い成長率を実現したも
のの、改善の多くは厳しい不況の後の遅れを取り戻す時期を表わすものであり、当初の概
念とは異なる仕方で政策運営を行なった結果である。しかも、イギリス経済に内在する弱
点の多くは、いまだに残されたままであるというものである14）。
　これらの見解はそれぞれが極端なものであって、「サッチャー政掬の経済政策は、英国
経済の体質改善にある程度成功し、長期低落傾向のテンポを遅らせることはできたが、国
際競争力や供給能力が依然不十分であると考えられることなどから、その方向を変えるま
でには至らなかった」というのが、妥当な評価と思われる15）。
　人頭税導入問題、ERM（Exchange　Rate　Mechanism）加盟への消極的な態度などの理
由により、サッチャーに代わってメー一・・ジャー一一（J．Major）が首相の座を引き継いだ。
　1990～9i年予算はサッチャーにとって最後のものとなったが、ここではインフレーショ
ン克服のための金融政策の要具は貨幣の直接的な量的規制ではなく、短期利子率の水準で
あるとされている。さらに、財政政策手段の頻繁な、そして大幅な変更は供給のパーフォ
マンスにとって有害であり、潜在的に不安定な効果をもたらすとして、ファイン・チュー
14’c・　G・wiand　and・S．・Fames，　‘Macr・ec・n・mi・P・li・ゾ，　i・・U・d…tandi・g　th・UK・E，。n。m，，2・・　ed．，　by・P．　C。rw。r、　Mac。illan，1992，　P．453
参照
1986－88年の高い成長率の実現について、次のような指摘があることにも留意すべきである。「サッチャーは選挙の半年前に（当時、
選挙をいつするかは彼女だけが知っていた）、ケインズ政策の手を打った。この時期は選挙戦術的には、絶好の時期であった。とい
　フのは、ケインズ政策は、インフレーションという副作用をもっているにしても、選挙までの半年間にはまだ有害な効果をもたらさ
ないであろうからである。政府が支出政策に転じることを長い間待っていた当時のイギリスでは、大盤振舞いは、ケインズのいわゆ
るポンプ呼び水政策の役割を果たした。1987年には経済は動き出し、88年には活況を呈した。」（森嶋通夫、『サッチャー時代のイギ
　リスーその政治、経済、教育』、岩波書店、1988、174ページ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
15，R本敏正、「英国経済の動向と今後の課題」、『郵政研究所調査月報』、No．34、郵政研究所、1991、21ページ
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ニングの放棄を明らかにした。
　メージャー政掬は形式的にはMTFSを引き継いではいたが、1991～92年MTFSには
ERMで定められた基準相場国の範囲内に為替レートを維持しなければならないという
制約がっけ加わった。この年のMTFSは、インフレーションの抑制を最優先課題としな
がら、為替レートと利子率操作との関連を次のように考えていた。「国内の状況が利子率
水準をERMの基準相場圏によって示されるそれよりも高くするとか、低くするとかいう
ように国内の状況とERMの基準操作圏との間に緊張が生じることもありえよう。しかし、
このような場合は常態というよりむしろ例外と考えられるし、相対的に短命であると考え
られる。他のERM加盟国の経験は、対外的な考慮と国内的なそれとはいっそう頻繁に、
同じ方向になることを示唆している。17）」メージャー政府は、このように考えて頬内均衡
と対外均衡のトレード・オフ関係をあまり懸念していないように思われる。
　経済の循環的変動につれて対外、対内の均衡が交互に訪れ、他方財政はそれに伴ってビ
ルトイン・スタビライザーとして機能すべきものと考えられるようになった18）。
　財政の枠組みに関しては、1992年に政府は財政支出にコントロール・トータル（当時は
ニュー・コントロール・トータルといわれた）の方式を導入した。」すなわち、政府はト
ップ・ダウン方式でコントロール・トータルを決定し、歳出の決定はこれに従うこととさ
れたのである19）。80年代から90年代にかけての保守党政府のMTFSは、傾向的には財
政政策を緊縮的な効果を狙う形で運営してきた。このことは、財政支出の水準の上昇や公
共部門の規模の拡大を抑制しようとするものであった。
　いわゆる「小さな政府」の理念が、財政支出の水準や公共部門の規模に関心をもたせる
ことになったといえよう。このことを反映一した試みの一つはPFI　（private　finance
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L））initiative）であろう。1992年11月に発足したこの制度は、それまで公共投資プロジェ
クトとして扱われてきたものに対して、民間での資金調達を利用することによりこれを行
うというものである。
　PFI導入の動機は二つあるとされている。一つは、民間部門での資金調達は公共部門
での効率へのインセンティヴを生み出し、したがって社会にとって望ましい厚生効果を生
じる。もう一つは、この制度での資金調達はPSBRには計算されないのであるから、P
FIはより高度の水準のインフラストラクチュア投資を可能にすると考えられているこ
とである2e）。
　1998～99年予算は、労働党首ブレア（T．Blair）が政権担当してはじめてのものであつ
た。この予算で従来の労働党とは少々異なる、いわゆるニュー・レイバーの政策を打ち出
1T｝ibid．，　para．2．09，　p．9
1s｝ユbid，，　para．2．15，　p，10参照
Is，この点に関しては、星野泉「イギリスの財政健全化過程一予算編成と財政再建プラン」、古川卓萬編『世界の財政再建』、敵文堂、1998・
75－101ページ参照
20JR．　C．　Bladen－Hovell，　”Fiscal　Policy　and　the　Budget’：，　in　“The　しrK　Economy”，　14th　ed．，　by　M．　J．　Artis，　Oxford　University　Press，
1996，p．203参照
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そうとしている。これは、保守党のそれまでのマクロ経済政策の成果を前提にしながら、
労働党的色彩を示そうとしている。「イギリスの新しい大望（NewAmbitions　for　Britain）」
と名付けられた1998年度予算は、（1）経済の安定を確保すること、（2）勤勉を鼓舞するこ
と、（3）起業を促進すること、（4）より公平な社会を創出することを主要な柱としていた21）。
（1）から（3）までの目標は保守党政府のそれと同じあるといってよい。そして予算編成の方
法についても、コントロール・トータル22）、PFI23）などを引き継いでいる。また、メー
ジャー政府もブレア政府もともに予算上経常支出と資本支出を区別しようとしてきてい
る。このように、保守、労働両党が同じような制度改革の方向を探り、同じような政策目
標を掲げてきている背景には、過度の財政赤字を圧縮すべきであるという共通の認識があ
るといえよう。
　メージャー政府は、1992年以降財政支出の抑制と財政赤字の縮減に努めてきた。ブレア
もまた、景気循環の一つのサイクルのもとで経常予算を均衡させ、財政赤字の対GDP比
を安定化させることを公約として掲げている。24）
　こうして、財政政策の役割に関して新しい合意が生じたということができる。
　また、財政支出の増大に歯止めをかける方法として、メージャーもブレアも社会保障費
の抑制を考えている。しかし、このことの実行は政治的にも、現実的にもかなりの困難を
伴うことも両政府は認識していた。したがって、かれらは少なくとも社会保障の虚偽の請
求を抑え込む努力をしてきた25）。ブレアは、「福祉国家の現代化」を主張しているが、こ
れは貧困のワナにいる人々に労働市場に戻ることを支援する有効な方途を提供するとい
うものである26）。従来の社会保障制度とは異なる方法を提示しているのであるが、こうし
たことも新しい合意の延長線上にあると考えてよいであろう。
　このようにみてくると、ブレア政府は保守党政府の成果のうち評価すべきものは評価し、
それを前提にしながら新しい労働党の政策を構築しつつあるように思われる。それは、バ
ツケリズムとは異なった形ではあるが、新しい合意と考えることができる。
（たかがわ　せいめい）
21） 高hSO，“New　Ambitions　for　Britain：FinanciaユStatement　and　Budget　Report　March　1998”，　p，4参照
22〕　ibld，　para　B．28－B29，　p．120参照
231
　ibid，　para　B．37－B39，　p．124参照
2“ f，Ingram，“Managing　Change：AGulde　to　British　Economic　Policジ，　Manchester　Unlversity　Press，2000，　P．141参照
25）　ibid，　P，177参照
28） gMSO，・Financial　Statement　and　Budget　Report　1997：EquipPing　Britain　for　Our　Long－term　Future，・para，　L　O1，　P，6参照
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